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第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 

売上高 (百万円) 308,767 265,800 201,109 197,142 186,747

経常利益 (百万円) 12,088 6,409 6,907 8,773 4,941

当期純利益 (百万円) 7,245 2,250 3,134 4,240 3,240

持分法を適用した場合の 

投資利益 
(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

発行済株式総数 (千株) 60,000 60,000 60,000 57,713 57,713

純資産額 (百万円) 581,360 583,418 585,007 565,122 570,921

総資産額 (百万円) 2,316,200 2,460,844 2,554,966 2,613,228 2,740,521

１株当たり純資産額 (円) 9,689.34 9,723.64 9,750.12 9,791.90 9,892.37

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 120.75 37.50 52.23 71.51 56.15

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.1 23.7 22.9 21.6 20.8

自己資本利益率 (％) 1.3 0.4 0.5 0.8 0.6

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 168,114 303,139 204,813 162,048 171,962

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △106,435 △266,497 △124,589 △85,835 △122,069

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △49,644 △76,776 △57,610 △95,619 △33,447

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 396,488 356,354 378,966 359,559 376,004

従業員数 (人) 2,487 2,535 2,653 2,787 2,901

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．当社は、連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の

推移については記載していません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準等からみて

重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しています。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

していません。 

５．当社は株式を上場していないため、株価収益率等については記載していません。 
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２ 【沿革】 

1980年３月 商業用使用済原子燃料再処理を行う事業主体として、電力業界が中心となり民間

関連会社の協力を得て、日本原燃サービス株式会社を資本金100億円で東京都千代

田区に設立。 

 

1985年３月 ウラン濃縮及び低レベル放射性廃棄物埋設を行う事業主体として、電力業界が中

心となり民間関連会社の協力を得て、日本原燃産業株式会社を資本金100億円で東

京都千代田区に設立。 

 

1988年10月 日本原燃産業株式会社がウラン濃縮工場の建設工事に着工。 

 

1990年11月 日本原燃産業株式会社が低レベル放射性廃棄物埋設センターの建設工事に着工。 

 

1992年３月 日本原燃産業株式会社がウラン濃縮工場の操業を開始。 

 

1992年５月 日本原燃サービス株式会社が高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターの建設工事

に着工。 

 

1992年７月 日本原燃サービス株式会社と日本原燃産業株式会社が合併し、商号を日本原燃株

式会社と改称し、本店所在地を青森県青森市に変更。 

 

1992年12月 低レベル放射性廃棄物埋設センターの操業を開始。 

 

1993年４月 再処理工場の建設工事に着工。 

 

1995年４月 高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターの操業を開始。 

 

1999年12月 再処理事業（使用済燃料の受入れ）を開始。 

 

2003年１月 本店所在地を青森県青森市から青森県上北郡六ヶ所村へ変更。 

 

2010年10月 ＭＯＸ燃料工場の建設工事に着工。 
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３ 【事業の内容】 

当社は、ウラン濃縮事業（ウランの濃縮）、再処理事業（原子力発電所等から生ずる使用済燃

料の再処理）、廃棄物管理事業（海外再処理に伴う回収燃料物質及び廃棄物の一時保管）、廃棄

物埋設事業（低レベル放射性廃棄物の埋設）の４つの事業を行っています。 

なお、ＭＯＸ燃料製造事業（混合酸化物燃料の製造）については、ＭＯＸ燃料工場のしゅん工

に向け、現在、建設を進めています。 

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりです。 

子会社のうち、㈱ジェイテックは当社再処理工場及びウラン濃縮工場の保守等の業務を、㈱青

森原燃テクノロジーセンターは原子燃料サイクル事業に関する職業教育訓練や研修の受託等の業

務を、日本原燃分析㈱は当社再処理工場における分析、計測及び計量等の業務を、日本複合材料

㈱は原子力機器用部品の製造業務を、げんねんワークサポート㈱は文書の電子化、清掃等の業務

を行っています。なお、げんねんワークサポート㈱は「障害者の雇用の促進等に関する法律」に

基づく「特例子会社」の認定を受けています。 

関連会社のうち、六ヶ所原燃警備㈱は当社施設の警備業務を、むつ小川原原燃興産㈱は当社へ

の事務用品の販売や当社建物の清掃・管理等の業務を、六ケ所げんねん企画㈱は原子燃料サイク

ルに関する展示館の運営等の業務を行っています。 

その他の関係会社の東京電力ホールディングス㈱及び関西電力㈱、主要株主の中部電力㈱、並

びにその他の電力各社は、当社が提供する原子燃料サイクルに関する役務の顧客となっています。 

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 

 

 

(事業系統図)  

 

 

 

 

工場の保守等

【（A）、（B）、（D）、（E）】

職業教育訓練、研修の受託等

【（A）、（B）、（C）、（D）、（E）】

原子力施設に係る分析、計測及び計量等

【（D）】

原子力機器用部品の製造

【（A）】

文書の電子化、清掃等

【（A）、（B）、（C）、（D）、（E）】

警備

【（A）、（B）、（C）、（D）、（E）】

事務用品の販売、建物の清掃・管理等

【（A）、（B）、（C）、（D）、（E）】

展示館の運営等

【（A）、（B）、（C）、（D）、（E）】

【　】内は当社事業との関連

子会社 関連会社

関西電力㈱

九州電力㈱

東北電力㈱

中国電力㈱

㈱ジェイテック

㈱青森原燃テクノロジーセンター

（その他の関係会社）

東京電力
ホールディングス㈱

（主要株主）

北陸電力㈱

日本原子力発電㈱

日本原燃分析㈱

日本原燃㈱

ウラン濃縮事業（A）

廃棄物埋設事業（B）

MOX燃料製造事業（C）
（建設工事中）

お客さま

再処理事業（D）

廃棄物管理事業（E）

日本複合材料（株）

げんねんワークサポート㈱

中部電力㈱

使用済燃料再処理機構

六ケ所げんねん企画㈱

北海道電力㈱

むつ小川原原燃興産㈱

六ヶ所原燃警備㈱四国電力㈱

原子燃料サイクルに
関する役務の提供
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４ 【関係会社の状況】 

名称 住所 

資本金又は

出資金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の所有

(被所有) 

割合(％) 

関係内容 

(関連会社)     

六ヶ所原燃警備㈱ 青森県上北郡六ヶ所村 10 警備業 40.00 
当社施設の警備 

役員の兼任等…有 

むつ小川原原燃興産㈱ 〃 10 

事務用品の販

売 

建物清掃・管

理等 

50.00 

当社事業所への事務用品

の販売、建物清掃・管理

等 

役員の兼任等…有 

六ケ所げんねん企画㈱ 〃 400 

原子燃料サイ

クルに関する

展示館の運営

等の受託 

20.00 

原子燃料サイクルに関す

る展示館の運営委託等 

役員の兼任等…有 

(その他の関係会社)      

東京電力ホールディングス㈱ 

※１ 
東京都千代田区 1,400,975 電気事業 (29.73) 

役務の提供 

当社借入金の債務保証 

役員の兼任等…有 

関西電力㈱ 

※１ 
大阪府大阪市北区 489,320 電気事業 (17.30) 

役務の提供 

当社借入金の債務保証 

役員の兼任等…有 

(注) ※１ 有価証券報告書を提出しています。 
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世界的なエネルギー需要の増加や地政学リスクが増大する中で、ほとんどのエネルギー源を

輸入に依存している我が国にとって、エネルギー安全保障はますます重要となっています。電

力の安定供給や地球温暖化対策に貢献する原子力発電、そしてウラン資源の有効活用や高レベ

ル放射性廃棄物の減容化・有害度低減に資する再処理をはじめとする原子燃料サイクルは、今

後ともその重要性は変わらないものと考えています。 

2020年10月、内閣総理大臣の所信表明演説において、2050年までの脱炭素化の実現を目指す

こと及び再生可能エネルギーの最大限の導入とともに、安全を最優先として原子力政策を推進

することが表明されました。また、同年12月に経済産業省が策定した「2050年カーボンニュー

トラルに伴うグリーン成長戦略」において、原子力は、確立した脱炭素技術であり、可能な限

り依存度を低減しつつも、安全性向上を図り引き続き最大限活用していくこととされました。

当社としましては、脱炭素化の観点からも原子力発電は重要なエネルギー源であり、それを支

える原子燃料サイクルの役割がより大きくなっているものと認識しています。 

当社が対処すべき最重要課題は、再処理工場の 2022 年度上期しゅん工及びＭＯＸ燃料工場の

2024 年度上期しゅん工を達成することです。期間内にしゅん工を実現するという強い決意の下、

設計及び工事方法の認可取得に取り組むとともに、安全性向上対策工事を安全第一に進めます。 

また、廃棄物管理事業における安定的な操業の継続、濃縮事業における運転の再開及び新型

遠心機の本格導入、廃棄物埋設事業における３号埋設施設の増設の課題に対処していく必要が

あります。 

原子燃料サイクル事業の推進には地域社会からの信頼が不可欠です。このため、安全を実績

として積み重ね、情報を速やかに公開し、積極的な理解活動を図っていくとともに、リスクコ

ミュニケーションの推進に取り組みます。そして、協力会社と一体となり、原子燃料サイクル

事業への誇りと使命感を持って、安全を最優先に着実な事業展開を図ります。 

また、労働時間管理に関する社内調査において、2019 年 12 月から 2020 年 4 月に一部の不適

切な労働時間管理を確認しました。 

当社としましては、繰り返し不適切な労働時間管理を発生させたことを真摯に受け止め、長

時間労働の削減や労働時間管理について、一般職から経営層までの階層毎の役割を明確にして、

一人ひとりが自身の役割に真摯に取り組むとともに、時間外上限超過リスクに直面した際に、

各階層がとるべき行動についても明確にし全社員に周知・徹底する等、更なる長時間労働の削

減と労働時間管理の徹底に向けた取り組みを行っていきます。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績等の状況の概要 

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績

等」という。）の状況の概要は次のとおりです。 

① 財政状態及び経営成績の状況 

当事業年度における売上高は、前事業年度に比べ103億9千4百万円減少（△5.3％）の1,867

億4千7百万円となりました。一方、売上原価は、前事業年度に比べ50億7千1百万円減少

（△3.1％）の1,576億1千3百万円、販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ2億6千7百万

円増加（+1.3％）の213億8百万円となりました。 

以上の結果、営業利益は、前事業年度に比べ55億9千1百万円減少（△41.7％）の78億2千5

百万円となり、これに営業外損益を加減した経常利益は、前事業年度に比べ38億3千1百万円

減少（△43.7％）の49億4千1百万円となりました。 

このほか、特別損失として7億2千5百万円、法人税等9億7千5百万円を計上した結果、当期

純利益は、前事業年度に比べ9億9千9百万円減少（△23.6％）の32億4千万円となりました。 

また、当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ1,272億9千3百万円増加（+4.9％）

の2兆7,405億2千1百万円、負債合計は前事業年度末に比べ1,214億9千5百万円増加（+5.9％）

の2兆1,696億円、純資産合計は前事業年度末に比べ57億9千8百万円増加（+1.0％）の5,709億

2千1百万円となりました。 

第２ 【事業の状況】 
 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 
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a 再処理事業 

再処理工場は、しゅん工に向けた建設工事を継続しています。 

当社は、2016年11月に使用済燃料再処理機構と締結した契約に基づき、再処理に係る業務

を受託しています。 

当事業年度は、使用済燃料の受入れはありませんでした。当事業年度末までの受入累計は

約3,393トンＵです。 

新規制基準の施行に伴い、2014年１月に原子力規制委員会へ事業変更許可の申請を行い、

以降、新規制基準適合性に係る審査が続いていましたが、2020年７月に許可を取得しました。   

これを受け、安全性向上対策工事の内容が確定し、全体工程を精査した結果、2020年８月に、

再処理工場のしゅん工時期を2021年度上期から2022年度上期に変更しました。 

b 廃棄物管理事業 

当社は、2016年11月に使用済燃料再処理機構と締結した契約に基づき、廃棄物管理に係る

業務を受託しています。 

当事業年度は、海外から返還高レベル放射性廃棄物の受入れはありませんでした。当事業

年度末までの受入本数の累計は1,830本です。 

新規制基準の施行に伴い、2014年１月に原子力規制委員会へ事業変更許可の申請を行い、

以降、新規制基準適合性に係る審査が続いていましたが、2020年８月に許可を取得しました。 

c ウラン濃縮事業 

当事業年度は、製品ウランの出荷はありませんでした。当事業年度末までの出荷量の累計

は約1,702トンＵＦ６です。 

新型遠心機の本格導入分（375トンＳＷＵ／年）については、2017年５月に新規制基準に

係る事業変更許可を受け、新規制基準に適合するための安全性向上工事を行っており、今後、

準備が整い次第、新型遠心機への更新工事を実施する予定です。 

d 廃棄物埋設事業 

当事業年度は、廃棄体を11,530本受け入れる計画でしたが、搬出元の電力会社において搬

出準備が整わなかったことから、廃棄体1,128本の輸送を見送りました。 

その結果、廃棄体の受入本数は10,402本、当事業年度末までの受入累計は325,770本とな

りました。 

また、３号埋設施設の増設及び１号・２号埋設施設の変更について、2018年８月に原子力

規制委員会へ事業変更許可の申請を行い、以降、新規制基準適合性に係る審査が続いていま

す。 

e ＭＯＸ燃料製造事業 

ＭＯＸ燃料工場は、しゅん工に向けた建設工事を継続しています。 

新規制基準の施行に伴い、2014年１月に原子力規制委員会へ事業変更許可の申請を行い、

以降、新規制基準適合性に係る審査対応が続いていましたが、2020年12月に許可を取得しま

した。これを受け、安全性向上対策工事の内容が確定し、全体工程を精査した結果、2020年

12月に、ＭＯＸ燃料工場のしゅん工時期を2022年度上期から2024年度上期に変更しました。 

なお、当社は2021年6月に使用済燃料再処理機構と契約を締結し、ＭＯＸ燃料の成型加工 

に係る業務を受託しました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ164億4千4百万円

増加（+4.5％）の3,760億4百万円となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ99億1千4百万

円増加（+6.1％）の1,719億6千2百万円の収入となりました。 

これは、主に再処理料金等前受金の収入が増加したことによるものです。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ362億3千4百

万円増加（+42.2％）の1,220億6千9百万円の支出となりました。 

これは、有形固定資産の取得による支出が増加したことなどによるものです。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度に比べ621億7千2百

万円減少（△65.0％）の334億4千7百万円の支出となりました。 

これは、主に自己株式の取得による支出が減少したことによるものです。 

 

③ 生産・受注及び販売の実績 

当社は、原子力発電所等から生ずる使用済燃料の再処理、海外再処理に伴う廃棄物の一時保

管、ウランの濃縮及び低レベル廃棄物の埋設と業態が特殊であり、各事業年度の生産・受注高

を記載することが困難であるため、「生産、受注及び販売の実績」の記載に代えて「事業別の

売上高」を記載しています。 

なお、各事業別の取扱量等については、「①財政状態及び経営成績の状況」に記載してい

ます。 

 

事業別の売上高 

事業 金額(百万円) 前年同期比(％) 

再処理事業 151,056 93.0

廃棄物管理事業 11,077 94.8

ウラン濃縮事業 14,496 105.5

廃棄物埋設事業 10,117 108.4

合計 186,747 94.7

(注)上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおり

です。 

① 経営成績の分析 

a 売上高 

売上高は、前事業年度に比べ103億9千4百万円減少（△5.3％）の1,867億4千7百万円とな

りました。 

事業別では、再処理事業は、前事業年度に比べ113億3千万円減少（△7.0％）の1,510億5

千6百万円となりました。 

廃棄物管理事業は、前事業年度に比べ6億1千2百万円減少（△5.2％）の110億7千7百万円

となりました。 

ウラン濃縮事業は、前事業年度に比べ7億6千1百万円増加（+5.5％）の144億9千6百万円と

なりました。 

廃棄物埋設事業は、前事業年度に比べ7億8千6百万円増加（+8.4％）の101億1千7百万円と

なりました。 

b 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、再処理事業に係わる売上原価の減少などにより、前事業年度に比べ50億7千1

百万円減少（△3.1％）の1,576億1千3百万円となり、売上総利益は、前事業年度に比べ53億

2千3百万円減少（△15.5％）の291億3千4百万円となりました。また、販売費及び一般管理

費は、前事業年度に比べ2億6千7百万円増加（+1.3％）の213億8百万円となりました。 

以上の結果、営業利益は、前事業年度に比べ55億9千1百万円減少（△41.7％）の78億2千5

百万円となり、これに営業外損益を加減した経常利益は、前事業年度に比べ38億3千1百万円

減少（△43.7％）の49億4千1百万円となりました。 
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このほか、特別損失として7億2千5百万円、法人税等9億7千5百万円を計上した結果、当期

純利益は、前事業年度の42億4千万円に比べ9億9千9百万円減少（△23.6％）の32億4千万円

となりました。 

 

 

② 資本の財源及び資金の流動性 

当事業年度は長期借入により929億円の資金調達を行い、1,219億4千9百万円の借入の返済

を行いました。また、キャッシュ・フローの状況及び財政状況は次のとおりです。 

a キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ164億4千4百万

円増加（+4.5％）の3,760億4百万円となりました。 

営業活動、投資活動、財務活動のそれぞれによるキャッシュ・フローについては、「（1）

経営成績等の状況の概要 ②キャッシュ・フローの状況」を参照ください。 

b 資産・負債・純資産の状況 

当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ1,272億9千3百万円増加（+4.9％）の2兆

7,405億2千1百万円となりました。これは、新規制基準対応工事等により建設仮勘定が増加

したことによるものです。 

当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ1,214億9千5百万円増加（+5.9％）の2兆

1,696億円となりました。これは、再処理料金等前受金の受領などによるものです。 

当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べ57億9千8百万円増加（+1.0％）の

5,709億2千1百万円となりました。これは、当期純利益の計上により利益剰余金が増加した

ことによるものです。 
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３【研究開発活動】 

当事業年度における研究開発費は、32億1千8百万円です。その内訳は、再処理事業が29億2千4

百万円、その他の事業が2億9千4百万円です。 

再処理事業においては、再処理施設の信頼性向上に必要な技術開発、運転・保守・補修技術等

に係る高度化に関する技術開発、廃棄物処理・処分に係る技術開発、社会情勢・法規制に係る技

術開発及び次世代再処理ガラス固化技術基盤研究に取り組んでいます。 
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第３ 【設備の状況】 
 

１ 【設備投資等の概要】 

当社は、当事業年度に1,281億円の設備投資を実施しました。これは再処理施設及びＭＯＸ燃料

加工施設等の新増設のために行ったものです。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

2021年３月31日現在 

事業所名 

(所在地) 
事業 

設備の 

内容 

帳簿価額(百万円) 
従業

員数

(人)

建物及び 

構築物 

機械装置

及び車両

・運搬具

土地 

(面積千㎡)

リース

資産 
その他 合計 

本店 

(青森県六ヶ所村) 
― 本社機能 9,204 463

4,043

(  325)
22 710 14,443 784

濃縮・埋設事業所 

(青森県六ヶ所村) 

ウラン濃縮 

事業 

廃棄物埋設 

事業 

ウラン濃縮 

設備 

廃棄物埋設 

設備 

23,493 8,999
33,446

(3,542)
1,546 348 67,834 428

再処理事業所 

(青森県六ヶ所村) 

再処理事業 

廃棄物管理 

事業 

再処理設備 

廃棄物管理 

設備 

124,755 42,408
40,872

(4,288)
16,867 5,749 230,654 1,533

ウラン濃縮技術 

開発センター 

(青森県六ヶ所村) 

ウラン濃縮 

事業 

ウラン濃縮 

設備 
901 699

552 

(   40)
0 56 2,210 22

技術開発研究所 

(青森県六ヶ所村) 
再処理事業 

研究開発 

設備 
3,753 8,218

－

(－)
0 68 12,039 22

青森地域共生本社 

(青森県青森市) 
― 事務業務 82 6

－

(－)
7 99 195 58

東京支社 

(東京都千代田区) 
― 事務業務 42 14

－

(－)
5 32 95 54

(注) １．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産の帳簿価額です。 

２．本店には寮等の福利厚生施設等が含まれています。 

３．本店のうち、土地542百万円（83千㎡）、建物及び構築物441百万円、機械装置及び車

両・運搬具1百万円等については、関連会社である六ケ所げんねん企画㈱に貸与してい

ます。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



 - 11 -  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

再処理設備は、2022年度上期のしゅん工を目指し、設計及び工事方法の認可取得に取り組んで

います。 

廃棄物埋設設備は、埋設能力増強のために増設工事を進めています。 

ＭＯＸ燃料加工設備は、2024年度上期のしゅん工を目指し、建設工事を進めています。 

設備の新増設の計画は以下のとおりです。 

事業所名 

（所在地） 
事業 

設備の 

内容 

投資予定金額 

(百万円) 
資金調達 

方法 

着手及び完了予定 完成後の

増加能力
総額 既支出額 着手 完了 

再処理事業

所 

（青森県 

六ヶ所村） 

再 処 理 事

業 

再処理 

設備 
3,228,200 2,702,456 

料金前受金 

借入金 

社債発行資

金 

1993年４月
2022年度

上期 

800トン

Upr/年

濃縮・埋設 

事業所 

（青森県 

六ヶ所村） 

廃棄物 

埋設事業 

廃棄物 

埋設設備 
49,900 34,134 

借入金 

社債発行資

金 

1998年10月 2023年度

2号・3号

共に200リ

ットルド

ラム缶20

万本相当

再処理事業

所 

（青森県 

六ヶ所村） 

ＭＯＸ 

燃料製造 

事業 

ＭＯＸ 

燃料加工 

設備 

598,800 231,496 

料金前受金 

借入金 

社債発行資

金 

2010年10月
2024年度

上期 

130トン

HM/年 

(注) １．投資予定金額の総額には、共用設備が含まれています。 

２．再処理設備の投資予定金額の総額には、しゅん工後工事費及び新規制基準対応工事費 

が含まれています。 

３．廃棄物埋設の投資予定金額の総額には、２号及び３号埋設設備の建設工事費が含まれ 

ています。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 
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第４ 【会社の状況】 
 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

② 【発行済株式】 

種類 

事業年度末現在 

発行数(株) 

(2021年３月31日) 

2021年６月30日 

現在 

発行数(株) 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容 

普通株式 57,713,284 同左 非上場 

・単元株制度を採用していません。

・発行する全部の株式について、譲

渡による当該株式の取得には、取

締役会の承認が必要です。 

計 57,713,284 同左 ― ― 

 

(2) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(千株) 

発行済株式 

総数残高 

(千株) 

資本金増減額

 

(百万円) 

資本金残高

 

(百万円) 

資本準備金

増減額 

(百万円) 

資本準備金

残高 

(百万円) 

2010年 9月29日（注1） 40,000 60,000 200,000 400,000 200,000 200,000

2019年10月25日（注2） － 60,000 － 400,000 △37,900 162,100

2019年12月10日（注3） △2,286 57,713 － 400,000 － 162,100

（注1）第三者割当：発行株式数40,000,000株、有償・発行価格10,000円、資本組入額5,000円 

（注2）会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替え

たものであります。 

（注3）会社法第178条第1項の規定に基づき、自己株式を消却したものであります。 
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２ 【役員の状況】 

役名 氏名 
 

役名 氏名 

代表取締役社長  
 

社長執行役員 ※１ 
増 田 尚 宏 

 
取締役 

 
※２ 

白 井 久 司 

代表取締役副社長 
 

副社長執行役員 ※１ 
髙 瀬 賢 三 

 
取締役 

 
※２ 

豊 嶋 直 幸 

代表取締役副社長 
 

副社長執行役員 ※１ 
仙 藤 敏 和 

 
取締役 

 
※２ 

剱 田 裕 史 

常務取締役 
 

常務執行役員※１ 
平 木 宏 二 

 
取締役 

 
※２ 

横 田 尤 孝 

取締役 
 

※２ 
上 野 昌 裕 

 
取締役 

 
※２ 

友 野   宏 

取締役 
 

※２ 
加 藤   功 

 
取締役 

 
※２ 

上 野 貴 史 

取締役 
 

※２ 
山 口 裕 之 

 
常任監査役 ※３ 

（常勤） 
越 村   繁 

取締役 
 

※２ 
伊 藤 久 徳 

 
常任監査役 ※３ 

（常勤） 
大 林 智 彦 

取締役 
 

※２ 
平 田   亙 

 

監査役 ※３ 大 竹 たかし 

取締役 
 

※２ 
稲 田 浩 二 

 

監査役 ※３ 浜 谷   哲 

取締役 
 

※２ 
芦 谷   茂 

 

  

 
(注) ※１ 当社は、執行役員制度を導入しています。 

※２ 会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
   ※３ 会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
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第５ 【経理の状況】 
 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号)に準じて作成していますが、貸借対照表及び損益計算書の科目表示については「会社計算

規則」(平成18年法務省令第13号)によっています。 
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【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

(単位：百万円) 

  
前事業年度 

（2020年３月31日） 
 

当事業年度 

（2021年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  150,759  158,304

売掛金  5,668  6,187

有価証券  208,800  217,700

仕掛品  77,238  83,965

原材料及び貯蔵品  51,848  52,629

前払金  2,345  4,056

前払費用  168  137

未収入金  920  3,994

その他  1,422  1,219

流動資産合計  499,171  528,194

固定資産   

有形固定資産   

建物  116,484  112,334

構築物  43,898  49,898

機械及び装置  62,623  56,828

車両及び運搬具  4,213  3,981

器具及び備品  8,286  7,064

土地  78,915  78,915

リース資産  21,381  18,450

建設仮勘定  1,148,681  1,224,399

有形固定資産合計 ※1 1,484,485 ※1 1,551,873

無形固定資産   

特許権  0  0

ソフトウェア  1,570  1,848

リース資産  54  27

電話加入権  32  32

施設利用権  60  54

無形固定資産合計  1,717  1,961

投資その他の資産   

投資有価証券  30,580  33,138

関係会社株式  977  977

長期前払費用   13,239   14,033

廃止措置資産  582,435  609,719

その他  628  631

貸倒引当金（貸方）  △7  △7

投資その他の資産合計  627,853  658,491

固定資産合計  2,114,056  2,212,327

資産合計  2,613,228  2,740,521
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(単位：百万円)

  
前事業年度 

（2020年３月31日） 
 

当事業年度 

（2021年３月31日） 

負債の部   

流動負債   

買掛金  614  786

1年以内に返済予定の長期借入金  121,949  113,536

リース債務  4,213  4,444

未払金  119,283  51,883

未払費用  5,373  5,278

未払法人税等  2,612  946

前受金  1,452  1,737

再処理料金等前受金  707,353  900,694

預り金  135  140

前受収益  0  0

その他  0  0

流動負債合計  962,988  1,079,449

固定負債   

長期借入金  454,712  434,076

リース債務  19,043  15,598

長期未払金  8,515  8,875

退職給付引当金  13,821  14,693

加工施設等廃止措置引当金  18,028  16,970

資産除去債務  570,995  599,935

固定負債合計  1,085,116  1,090,150

負債合計  2,048,105  2,169,600

純資産の部   

株主資本   

資本金  400,000  400,000

資本剰余金   

 資本準備金  162,100  162,100

その他資本剰余金  15,032  15,032

資本剰余金合計  177,132  177,132

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  △9,014  △5,774

利益剰余金合計  △9,014  △5,774

株主資本合計  568,118  571,358

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  △2,995  △437

評価・換算差額等合計  △2,995  △437

純資産合計  565,122  570,921

負債・純資産合計  2,613,228  2,740,521
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② 【損益計算書】 
 

(単位：百万円)

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日 

 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

売上高  197,142  186,747

売上原価  162,684  157,613

売上総利益  34,457  29,134

販売費及び一般管理費 ※2,※3 21,041 ※2,※3 21,308

営業利益  13,416  7,825

営業外収益  3,581  5,920

受取利息  4  1

有価証券利息  10  11

加工施設等廃止措置負担金 ※1 - ※1 1,851

社宅使用料  226  209

施設等貸付料  261  283

受託収益  207  265

貯蔵品等回収益  2,150  2,846

雑収益  720  450

営業外費用  8,224  8,804

支払利息  6,172  4,970

支払保証料  1,829  1,818

廃止措置資産取崩損  -  1,656

雑損失  222  358

経常利益  8,773  4,941

特別損失  2,135  725

固定資産除却損等 ※4 2,135 ※4 725

税引前当期純利益  6,637  4,216

法人税、住民税及び事業税  2,397  975

当期純利益  4,240  3,240
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【売上原価明細書】 

 

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日) 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

１．製品期首たな卸高  ― ―

２．当期製品製造原価   

（1）材料費  ― ―

（2）労務費  14,892  8.8 15,308  9.3

（3）経費 ※1 154,290 91.2 149,032 90.7

当期総製造費用  169,183 100.0 164,340 100.0

仕掛品期首たな卸高  70,739 77,238

計  239,922 241,578

仕掛品期末たな卸高  77,238 83,965

合計  162,684 157,613

３．製品期末たな卸高  ― ―

当期売上原価  162,684 157,613

 

(注) ※1 経費の主な内訳は、次のとおりです。 

項目 

前事業年度（百万円） 

(自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日) 

当事業年度（百万円） 

(自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日) 

減価償却費 54,624 54,323

修繕費 32,451 26,052

委託費 30,954 32,082

諸税 23,652 23,663

 

 (原価計算の方法) 

当社は、原価計算基準に準拠して総合原価計算を行っています。 

 



 - 19 -  

③ 【株主資本等変動計算書】 
 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

(単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 400,000 200,000 ― 200,000

当期変動額  

当期純利益 ― ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ―

自己株式の消却 ― ― △22,867 △22,867

準備金から剰余金への振替 ― △37,900 37,900 ―

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） 
― ― ― ―

当期変動額合計 ― △37,900 15,032 △22,867

当期末残高 400,000 162,100 15,032 177,132

 

 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 △13,254 △13,254 ― 586,745

当期変動額  

当期純利益 4,240 4,240 ― 4,240

自己株式の取得 ― ― △22,867 △22,867

自己株式の消却 ― ― 22,867 ―

準備金から剰余金への振替 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） 
― ― ― ―

当期変動額合計 4,240 4,240 ― △18,627

当期末残高 △9,014 △9,014 ― 568,118

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △1,737 △1,737 585,007

当期変動額  

当期純利益 ― ― 4,240

自己株式の取得 ― ― △22,867

自己株式の消却 ― ― ―

準備金から剰余金への振替 ― ― ―

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） 
△1,257 △1,257 △1,257

当期変動額合計 △1,257 △1,257 △19,884

当期末残高 △2,995 △2,995 565,122
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当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
(単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 400,000 162,100 15,032 177,132

当期変動額  

当期純利益 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） 
― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 400,000 162,100 15,032 177,132

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証券 

評価差額金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

当期首残高 △9,014 568,118 △2,995 565,122

当期変動額  

当期純利益 3,240 3,240 ― 3,240

株主資本以外の項目の当期 

変動額（純額） 
― ― 2,557 2,557

当期変動額合計 3,240 3,240 2,557 5,798

当期末残高 △5,774 571,358 △437 570,921
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

 至 2020年３月31日) 

 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  6,637  4,216

減価償却費  57,514  57,348

退職給付引当金の増減額（△は減少）  833  872

加工施設等廃止措置引当金の増減額（△は減少）  △345  △1,057

受取利息及び受取配当金  △14  △13

支払利息  6,172  4,970

固定資産除却損等  677  754

売上債権の増減額（△は増加）  587  △518

たな卸資産の増減額（△は増加）  △6,435  △7,804

仕入債務の増減額（△は減少）  △7,844  △68,056

未収入金の増減額（△は増加）  △53  △63

再処理料金等前受金の増減額（△は減少）  175,841  193,341

前受金の増減額（△は減少）  352  285

未収消費税の増減額（△は増加）  △580  △2,610

長期未払金の増減額（△は増加）  △62,819  －

その他  △1,617  △1,671

小計  168,906  179,991

利息及び配当金の受取額  14  13

利息の支払額  △6,355  △5,121

法人税等の支払額又は還付額（△は支払）  △517  △2,921

営業活動によるキャッシュ・フロー  162,048  171,962

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △84,530  △121,006

無形固定資産の取得による支出  △805  △527

長期前払費用に係る支出  △831  △647

その他  332  111

投資活動によるキャッシュ・フロー  △85,835  △122,069

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入  67,900  92,900

長期借入金の返済による支出  △136,433  △121,949

自己株式の取得による支出  △22,867  －

リース債務の返済による支出  △4,218  △4,398

財務活動によるキャッシュ・フロー  △95,619  △33,447

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △19,407  16,444

現金及び現金同等物の期首残高  378,966  359,559

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 359,559 ※1 376,004
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【注記事項】 

 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっています。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

総平均法に基づく原価法によっています。 

(3) その他有価証券 

時価のないもの…総平均法に基づく原価法によっています。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は、原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっています。 

(1) 製  品…総平均法に基づく原価法によっています。 

(2) 原材料…移動平均法に基づく原価法によっています。 

(3) 仕掛品…総平均法に基づく原価法によっています。 

(4) 貯蔵品…移動平均法に基づく原価法によっています。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法の規定に基づく定額法によっています。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法の規定に基づく定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能期間（５年）で償却しています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 
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４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してい

ます。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっています。 

   ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(３年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)に  

よる定額法により費用処理することとしています。 

(3) 加工施設等廃止措置引当金 

ウラン濃縮事業等の既停止設備の廃止措置等に備えるため、廃止措置費用等のうち合理

的見積額を計上する方法によっています。 

なお、当該費用は、ウラン廃棄物に係る処理処分制度が未整備であり、廃止措置実施内

容を決定することができないため、合理的な見積りができない額については、引当金に計

上していません。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（消費税等の会計処理） 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費

税及び地方消費税は発生事業年度の費用として処理しています。 

 

（未適用の会計基準等） 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 企業会計基準委員

会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日 

企業会計基準委員会） 

 

（1）概要 

本会計基準等は、顧客との契約から生じる収益に関する会計処理及び開示について定め

たものです。 

（2）適用予定日 

本会計基準等は、2022年３月期より適用予定です。 

（3）当該会計基準の適用による影響 

当該会計基準等の適用が財務諸表に与える影響は、重要な影響はありません。 
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・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計 

基準委員会） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月 

４日 企業会計基準委員会） 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日 企業会計

基準委員会） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日 企業会計基準委 

員会） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３

月31日  企業会計基準委員会） 

 

（1）概要 

本会計基準等は、国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、時価の算

定方法について定めたものです。 

（2）適用予定日 

本会計基準等は、2022年３月期より適用予定です。 

（3）当該会計基準の適用による影響 

当該会計基準等の適用が財務諸表に与える影響は、重要な影響はありません。 

 

（表示方法の変更） 

   「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

事業年度末から適用し、会計上の見積りに関する注記をしています。 

   ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

って、前事業年度に係る内容については記載していません。 

 

   （重要な会計上の見積り） 

 （資産除去債務） 

   当年度末残高 599,935百万円 

 

（追加情報） 

(廃止措置資産) 

「廃止措置資産」は、再処理設備、廃棄物管理設備に係る資産除去債務相当額、ウラン濃

縮事業の既停止設備に係る廃止措置費用等相当額の一部について、契約等により将来におい

て資金収受できることが確実であることから、当該廃止措置費用等相当額を請求権的資産と

して計上しているものです。 

 

（再処理料金等前受金） 

「再処理料金等前受金」は、将来生じる使用済燃料再処理料金及び廃棄物管理料金の売掛

債権の一部に充当処理を行うものです。 
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(貸借対照表関係) 

※１ 有形固定資産に関する事項 

減価償却累計額並びに国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳累計額及びその内訳は次のとおりです。 

  
前事業年度 

(2020年３月31日) 
 

当事業年度 

（2021年３月31日) 

減価償却累計額  2,037,288百万円  2,087,607百万円

圧縮記帳累計額   

建物  1,323百万円  1,300百万円

構築物  34 〃  34 〃 

機械及び装置  3,760 〃  3,760 〃 

車両及び運搬具  1 〃  1 〃 

器具及び備品  57 〃  57 〃 

土地  728 〃  728 〃 

 

２ 偶発債務に関する事項 

銀行借入に対する保証債務 

  
前事業年度 

(2020年３月31日) 
 

当事業年度 

（2021年３月31日) 

従業員住宅ローン  886百万円  804百万円
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(損益計算書関係) 

※１ 関係会社に対する取引高に関する事項 

各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりです。 

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

  至 2020年３月31日) 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日) 

加工施設等廃止措置負担金  ―百万円 976百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費に関する事項 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりで

す。 

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

  至 2020年３月31日) 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日) 

給料手当 

委託費 

研究費 

諸税 

減価償却費 

 

おおよその割合 

販売費 

一般管理費 

 2,721百万円

3,511 〃 

3,785 〃 

2,252 〃 

1,462 〃 

0％

100〃

2,835百万円

 3,080 〃 

3,218 〃 

 2,193 〃 

 1,604 〃 

0％

100〃

 

※３ 研究費に関する事項 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究費は、次のとおりです。 

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

  至 2020年３月31日) 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日) 

一般管理費  3,785百万円 3,218百万円

 

※４ 固定資産除却損等に関する事項 

主に機械及び装置に係る除却損・撤去費用です。
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 60,000,000 ― 2,286,716 57,713,284

発行済株式の減少は、会社法第178条に基づく自己株式の消却によるものです。 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) ― 2,286,716 2,286,716 ―

自己株式数の増加及び減少は、会社法第156条、第178条に基づく自己株式の取得・消却による

ものです。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 57,713,284 ― ― 57,713,284

   

２．自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりです。 

  

前事業年度 

(自 2019年４月１日 

  至 2020年３月31日) 

当事業年度 

(自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日) 

現金及び預金勘定 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の 

到来する短期投資 

 150,759百万円

208,800 〃 

158,304百万円

217,700 〃 

計  359,559百万円 376,004百万円

 

 


